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l 研究のねらい

韓国経済は1962年の第 1次経済開発5カ年計画

を出発点として今日にいたるまて持続的な高度成

長を遂げてきた。たとえは．本稿の分析対象期間

である1975~87りU)年平均経済成｝ぐ年は8.5らと

非常に邸く，実質国民総生産においても85{t1咽変

価格て75年の37兆1433億クから87年の99兆6483億

戸へ2.7倍に，製造業の国内総生産額は同期間に

7兆6483億？から34兆4600億：オヘと4.5倍に増加

するなど韓国経済は速いテンポて成長を続けてき

ている叶． l)。高度成長の要因はいろいろ考えられ

るが，そのうちもっとも基本的なものの 1つか資

本ストックの増人であることは異論かないてあろ

う。 一般に，経済成長は資本蓄積，つまり企業の

投賓に支えられて牛じるものと考えられる。この

ような資本蓄積は，年々の資本形成として需要面

から経済成長を支えるとともに，｛共給面から資本

ストックの増分として生産キャパシティーの増大．

つまり経済成kを11I能にするものてある，したか

って”韓国経済U)閥度成長もこのような投資によ

るところか大きいといえる。

『アシア経済』 XXXIII-7(1992. 7) 

本稿ては，主に次の 3点に中心をおいて資本ス

ト／クの変化による経済成長とその特質を分析す

る。第 1は，韓国産業糾行が推計した資本ストッ

クの推計を利用し，各廂業部門の資本係数とその

構成要素てある行本柘約度および労働生産‘|1を，，1

測し，それらの間にと0)ような一般的規則性か{f

在するかを明らかにする。すなわち，各産業部門

の資本係数とその構成要素てある資本集約度およ

ひ労働生産性の動向と経済成長との間にどのよう

なハターンが存在するかを分析する。第2に，資

本ストック(/)増大は経済成長の重要内容てあるこ

とから，各I崖業部門別責本ストックによる粛要創

出拡大効果を叶測して，各産業部門における経済

成長への貢献を分析する。そして第 3に，資本ス

ト、ソクの増大が産出水準の時間的増大やその期待

に応して誘引されると考え，資本ストックの増大

と産出量水準に着目して製造業の成長径路の特質

を検討する。

本稿の構成について簡潔に紹介しよう。ます．

第II節で製造業の資本ストックを計測するため(})

手続きとして資本ストックの評価基準や推JI方法

を説明する。そして産業開における資本ストック

形成の変化を検討するとともに資本係数．資本集

約度および労慟生産性の動向なと計測結果を分析

する。第III節ては本稿の分析モデルであるレオン

チェフの動学的庁業連閃モデルを説明した後に，

資本ストックの変化による需要創出効果を叶測し，
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資本ストックの変化と経済成長との関係を明らか

にする。そして，製造業を屯化学工業と軽工業に

2分し， 2部門の産出量と資本ストックが最終需

要の変化に応じてどのような動学的均衡プロセス

を辿っているかを分析する。つまり， 2部門かl9r]

一比率で成長し，均衡成長径路か安定的かとうか

という成長径路の性質を明らかにするー最後に．

第w節で本稿の分析の結果，明らかになった結論

を述べる。

（注 1) 経済企画院『主要経済指標』ソウル 経済企

画院調査統計局 1990年。

II 製迅業の資本ストック推計分析

1. 資本ストックの評価基準と推計方法

資本ストックは，経済が生産を続け現在およひ

未来の所得0)増加を実現していくために必要な1

産要素の 1つとして所得を創出する源泉であると

同時に，過去の生産活動の結果としての蓄梢類0)

概念でもあるの資本ストックを一義的に定義する

ことは容易ではないが，一般に一国が所有してい

る全資本の合計，すなわち家計，企業，政府など

の個別経済単位か所有している1i形，無形およひ

洵外資産の合』てあると考えられる。しかし，貨

本ストック統計が国民所得との関係なと，経済分

析に利用される場合，実際の資本ストックの評価

が困難である自然資源，無形資廂および海外行序

などを除外した固定資本を推計対象としている。

このように固定資本についてのみ考えると資本

は，（l）再生I卒可能性(reproducibleor man-madt')囀

(2)打形 (tangible), (3)耐久的 (durable), (4)11庁的

(production purpose)の4つの条件をすべて満たす

ものと定義される (ltI) 0 

本稿の製追業の行本ストックと経済成長とのl¼I
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連分析については，最近韓国産業銀行か集計した

製造業のり—·度別資本ストック推計をヘースデータ

として用いる m:2)。資本ストックの推計方法につ

いては推計対象資本，資本の評価方法および評価

基準なと椋々な推，itl:.o)問題が存在するが国3),

本稿の研究のねらいは資本ストックの推計そのも

のではないので，対象資本分類と推計方法および

評価基準については簡潔な説明にとどめたい。ま

ず，韓[E]/卒業銀行か行なった資本ストックの推計

で調査対象となっている行形固定資本は建物，構

築物，機械装置，船舶，車両運搬具，工具・器具

・備品，動植物なとに分類されている。また在庫

資庁は而品および製品，半製品， 1it材料，貯蔵品，

その他から構成され．製造業を対象産業に28部門

に分類されている。しかし，無形資産および対外

純資洋，犬然資源，防衛目的に使用される資産な

どは対象外としている (ii4) 0 

次に．資本ストックの評価基準と推計のモデル

について言及しよう。推計モデルは理論的な整合

性や現実的な評価i1J能性を持たなけれはならない

瓦実際の評価基準である粗資本ストックと純資

本ストックの 2系列はそれぞれ経済分析上異なる

意味を持っている。それを簡潔に説明しよう。

粗行本ストックとは，各年次に{f在する有形固

定資産額について，ある基本年次の不変価格で評

価した取得原価の累計額であり，純資本ストック

は粗賓本ストックから各資産の取得以降各年次ま

での経過年数に応しる減価償却費の累it額を差し

引いたものてある。しかし，評価基準については

粗資本ストックと純行本ストックの両系列は， と

もに問題、点を抱えている。それは粗資本ストック

と純資本ストックの定義が資本ストックの償却に

かかわるものて，その償却測定に多大な混乱を含

むからてある。さらに，粗賓本ストック概念によ
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れは，貨本ストックの牛産屈への貞献は，それそ

れの項目のそれが耐用期間一定であるとして集計

される。したかって，耐用期間が続く限り't産へ

の貢献か一定であるという仮定は過大評価である

といえる。一方，純資本ストック概念は減価償去ll

の累積額を粗投賓額から芹し11くか，それに類似

の方法をとる点で生産への資本の貢献度について

より止確であるように思われる国 :,)0 しかし，減

価償却の算定が貨幣的計算によるものてあり， t貫

行的に定率法(ii.h)を適用することから，生｝栢百献

度の減退が耐川年限中の経過年に見合って正確に

算定されるという保証はない。つまり，資本スト

ックの生産キャパシティーとして(})貞献が過小n平

価されていると考えられる。したがって，本稿て

は両系列の問祖点，つまり，資本ストック(})牛産

キャハシティーの計測における粗資本ストックの

過大評価と純資本ストックの過小評価の問題点を

解決するために韓国産業銀行が用いた両基準年度

接続法を修正したモデルを採用する (it7)0

資本ストックと産出屈と(})関係を1年業連閃分析

韓国の貿本ストック変動と経済成長

により動学的に捉えるために，韓国産業銀行が全

製造業を28部門に分類したものを本稿では『1975-

80-85, 不変接続産業連関表』の部門分類表にし

たかって第 1表のように 9部門に再統合した。ま

た．全分析期間の資本ストックは1985年価格によ

りデフレートした。デフレーターのためには韓国

銀行か発行した？物価総覧』 1987年版の卸物価指

数を利用した。

2. 産業間における資本ストック形成の変化

さて，計測結果の分析にはいろう。第2表は製

迅業の部門別粗資本ストックの変化率（増減率）

とその構成比の推移を示したものである。 1975年

から87年まての資本ストックの年平均伸び率は．

第 2表てわかるように重化学工業が21.1ぷ，軽工

業か15.6いと重化学l業の伸ひ率が軽上業(/)それ

をはるかに上回り，巾化学工榮か製造業における

資本ストックの成長を主導したことが明らかであ

る，部門別に見ると，製造業のなかでも(8)金属製

品・機械部門か28.3::ら（7）金属l次製品が19.4;，ート

なと菫化学l：業の設備投資が令分析期間を通じて

第 1表製造業の部門統合表
.... 

Il}統合 (9if|i|＇’l) 韓国産業銀hによる分類 (28部I"])

1.食・飲料・タバコ l．食料品 2．飲料品 3.タハコ

2.繊糾・皮,'f, I 4．繊維 5．衣服 6．皮・［皮 7. I復き物

3.製H・木村，’珀 8.木・コルク製品 9.‘ぎ＜！ ！・装iiり物

4. 紙•印刷・出版 10．紙・祇製品 11. F.[]刷出版業

5. {'油化学製品 12.,桁業用化学製品 ］:Lその他化学製品 14.:ri油精製菜 15.その他石油． h炭製品

16.コム製，’，,', 17.プラスチック・そ d)他製品

6.非金属鉱物製品 18．陶器・磁器・ 1:.器製品 19．ガラス・カラス製品 20．その他非金属鉱物製品

7.金属 1次製品 21．鉄鋼産業 22．非鉄金属産業

8.金属製品・機械 2:1．組立金属製品 24．機械製品 25．電気・屯f機器 26．運送装備 27．精密機械

9.その他製造業製品 28．その他製造業

（出所） 韓ÌLl銀行『197580-85,が変接続庁党迎関表』ソウル 199(）年版より筆者作成ぐ

(ii:) 軽［業．（l）食・飲料・タ J、-J, 12)繊糾・皮革， 1 ：｝）製H ・木材品、 (4)紙•印刷・出版，（6)」F危属鉱物製

品，（9）その他製造業製品口

遁化学工業； （5）石油化学製品，（7）金属 1次製品，（8）金属製品・機械：
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第2表 製造業の部門別粗資本ストックの尖化率．構成比の推移

5.石油化学製品

6.非金属鉱物製品

30.l 19.1 
11. 7 13.6 

24.8 28.:i 
30.6 2 : ；. 9 
22.8 16.a 
0.9 1.0 

100.0 100.0 

約しく高かったことが特徴である。これは資本財，

中問財などの輸入代替を実現し，輸出戸尊による

経済成長をはかるために重化学工業への投資を優

先的に行なったことを裏づけるものといえようぃ

周知のとおり韓国は経済開発5カ年計画を通じて

砂度成長を実現した。しかし，枠続的な経済発展

のためには重化学工業育成による産業高度化と資

本財，中間財の愉人代替による経済自立化が1ヽIIf

欠であり， 1972年から始まる第3次経済開発5カ

隼汁画の核心目標の 1つも籠化学工業の建設にお

かれたことを思い出せば，韓国の経済成長におい

て屯化学工業がいかに中心的かつ戦略的産業であ

ったかをうかがうごとができるけ1・ H)。

しかし， 1980年にはいると(3)製材・木材品と(5)

石油化学製品の粗i1本ストックの伸ひ率がマイナ

スを示すなど全製造業における粗資本ストックの

仲び率は鈍化している。

これは第2次オイル・ショックによる国際紆済

環境の悪化と1981年の国内民主化運動による政局

不安によるものと考えられる〔）しかし， 1985り以

降は再び徐々に増え続けて87年にぱ(7)金属 1次製

品の伸ひ年が3(）匂を超え，（8）危属製品・機械が

24.8亡;,(5）石油化学製品か23.4；；ン；を示すなど， 80

年代初期における資本形成のが賑を東り越えつつ

あったといえよう C 1975年以降87年までの製造業

U)；祁門別粗資本ストックの構成比においても＿屯化

学［業のt昇傾向と軽工業の下向傾向が見られる。
すなわち，（6）非金属鉱物製品を除くすべての直至上

業における構成比は小幅とはいえ減少している，9

特に，（2）繊維・皮革は1975~77年の23.2ぷから87

りの16.4;｝へと大きく減少している。一方，頃化

学工業においては(5)石油化学製品を除いてすべて

32 
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の部門が上昇している。その中でも(8)金属製品・

機械はlnJ期間に14.7年から30.6ぷへと，きわめて

高い上昇率を示していることがわかる。また，年

‘I，-均構成比においても(8)金属製品・機械が23.9ら

と一番閥く．続いて(2)繊維・皮革か19.5ら，（5）｛i

油化学製品16.9苓，（7）金属 1次製品が13.6:;.:の順

になっている。このような資本形成における重化

学工業i：：，軽工業従という現象は， 1970年代の初

期まで韓国の経済成長に大きく貢献してきた繊維

製品など，軽工業中心の産業構造から重化学工業

中心の産業構造に変わり，産業高度化が実現され

つつあることを示唆するものである。

3. 資本係数，資本集約度，労働生産性の変化

パターン

経済成長と資本蓄積；年との関係を結びつける概

念として資本係数（資本・産出高比率）かある。資

本係数は資本集約度 (iT木・ガ働比乎）と‘ガ慟生1祖

性（付加価仙・労働比率）との比率てあり，それそ

れ資本の技術進歩と生産能力を関連させて表現す

るものである。

賣本集約1庄は賓本とう外動の組み合わせという観

点から企業，産業および国家全体が利用する生産

技術の特徴を表現する用語であり，物的単位では

かった資本几約1斐と労働生産性のI＿昇は技術進歩

と経済成長の指穂となる。なぜなら，生産技術の

中心をなすものは資本設備と労慟との結合形應で

あり．その進歩())クカ果は生産性の 1昇として現わ

れるからである。すなわち．資本集約度のI_：昇

噴本深化）（i1:9)は経済の成長過程｛こおける技術進

歩0)i1本集約性をぷすものてあり，労働牛産性の

上昇は技術進歩の結果， 1人廿り ())It産州の増）JIl

を意味するものである。

既仔の研究は経済成Kと資本係数の長期的動向

について，いくつかの先進国の歴史的経験はT •般

韓国の資本ストック変動と経済威長

的共通の規則性をホしていないと指摘している。

たとえば，ピキュニックの資本係数論によれば．

(1)資本係数一定論，（2）資本係数逓減論，（3）資本係

数3段階論（低水準→急上昇→忌下降）の3つのパ

ターンがあるば1(））。これにしたがうと，イギリス

の場合は資本係数逓減論に，日本の場合は育本係

数3段階論に近く，アメリカの場合は資本係数の

変動が激しく，逓滅とも逓増ともいえないと指摘

されている (ttll)。しかし韓国経済においては分析

期間が短期ではあるものの，第3表のとおり平均

資本係数をはじめ資本集約度，労働生産性はとも

に増加している。賓本集約度，労働牛産性ととも

に平均資本係数が上昇していることは，資本集約

度の伸び率が労働’l酒．．．産性の伸び率をt回った結果
である⑪1210

資本集約度は1975年の6.26から87年の28.58へ

と，ガ＇働生 1桁性も1口］期間に3.63から11.76へとそ

れぞれ年々［昇し，資本集約度の増大が労働生1年

性のそれを上回った結果，平均資本係数も同分析

期間にl.73から2.43へと上昇したと考えられる。

第 3表 製辿業の平均資本係数・資本集約度・労
働生産性の推移

年度 I平均資本係数 I資本集約度 I 労働生産性

1975 

1978 

1980 

1983 

1985 

1987 

1.73 6.26 3.63 
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3
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7
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-

456; 
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7
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7
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2
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1

2

 

（出fi/r) I辛出データ：紆済企画院『t要経済指椋』
ソウル 経済企画院調査統叶局 各年版。
t花本スト、，ク―̀ ° アータ：韓国産業銀行『1予 l叶
叫製造業斗年度別資本土号推計』ソウ 1レ
韓fKII布業銀行調応'!ll 1990年。
廂用データ：韓国銀行＇産業連関表』ソウ）レ
1975, 78, 80, 83, 85, 87年版。
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次の第4表は製造業の部門別資本係数，資本集

約度，労慟生産性の時系列推移である。

資本集約度は璽化学工業と軽工業を問わず｀す

べての産業部門において年々上昇しているのが一

般的傾向である。ただし，例外としてたとえば軽工

業の(9)その他製造業製品部門が1975~78年の間は

念激に減少しているが，それ以降は徐々に上昇し，

直化学工業の(5)石油化学製品においても80年の小

幅な下落は見られたものの，それ以降は上昇傾向

を見せている。資本集約度がすべての産業部門に

おいて年々上昇していることは，同分析期間に資

本深化が不断に進行してきたことを実証するもの

である。このような資本深化現象は経済成長過程

における技術進歩の資本集約性を示すものである。

したがって，韓国経済の資本深化現象は，それた

け技術進歩とそれにともなう産業構造の急激な変

化を背景として達成されたことを意味している。

同分析期間の産業部門別資本集約度を見ると，

(6)非金属鉱物製品が1975年の 11.22から 85年の

47.38に、 (7)金属 1次製品が同期間に 23.26から

55.65へ，その次が(8)金属製品・機械で同期間に

3.81から 21.21になっている。一方，労働生産性

においては，（7）金属 l次製品が同期間に 3.44か

ら17.35へと一番高い上昇を示し，次が(1)食料・

飲料・タバコで同期間に 4.46から 11.94に，そ

して(8)金属製品・機械が2.65から 8.38になって

いる。労働生産性も資本集約度と同様に軽工業，

重化学工業を問わず上昇しているが，特に重化学

第 4表 製造業の部門別資本係数・資本集約度・労慟生産性の推移
―`→ヘ ヘー~―’―’ct -——”“· • C.―̀ r<'一、．．． r , 

1975 1978 1980 1983 1985 1987 

1.食料・飲料・タバコ k / 1,9 0.88 0.85 1.11 1.20 1.26 1.32 
k/L 3.91 6.07 9.16 11.40 18.73 32.63 
t)、IL 4.46 7.12 8.23 9.52 11.94 24. 72 

2.繊維・皮革 k] 2.00 1.83 2.41 2.47 2.85 2.66 
kl L :3.07 4.44 6.68 9.17 11.63 18.14 
v/L 1.54 2.42 2.78 3.71 4.09 6.82 

:1.製材・木材品 k/v 2.10 2.17 3.15 2.84 2.36 1.87 
k/L 5.94 6.51 7.46 9.94 9.95 10.62 
v/L 2.83 3.00 2.37 3.49 4.22 5.68 

4. 紙•印刷・出版 k/v 1.92 1.80 2. li) 2.63 1.94 2.04 
k!L 4.94 8.21 10.11 11.82 15.85 21.65 
四L 2.58 4.56 4.70 4.51 7.85 10.61 

5.石油化学製品 k/v 1.60 1.30 1.47 1. 77 1.66 1.64 
k/L 12.35 17.17 15.96 I 17.72 20.86 31.24 
ulL -I.←/;J - 13.27 10.88 10.03 12.61 19.05 

6.非金属鉱物製品 k,it' 2.37 2.80 3.37 4.32 5.01 5.67 
k!L 11.22 17.64 22.13 32.67 47.38 72.01 
v.1 L 4.73 6.30 6.57 ; 7.57 9.47, 12.70 

7.金属 l次製品 klv 6.76 4.18 5.20 4.97 3.21 3.79 
kiL 23.26 40.62 49.77 57.32 55.65 89.86 
v! L 3.44 9.73 9.57 11.54 17.35 23.71 

8.令属製品・機械 k, ／ t) 1.44 l. 47 2.49 2.81 2.53 2.58 
K''L 3.81 7.26, 11. 76 15.18 21.21 I 25.41 
LゾL 2.65 4.94 4.73 5.42 8.38 9.85 

I 

9.その他製造業製品 k、91’ 1. 77 1.07 1.13 1.44 1.17 1.16 
k/L 2.91 1.59 2.10 2.93 3.78 6.33 
v/L 1.65 i 1.49 1. 87 2.04 3.24 5.46 

（出所） 第3表と同じ。
(ii..） k/1) ＝質本係数， klL＝資本集約度， ぃL二方働生産性。
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E業におけるそれがきわめて高い上昇をポしてい

る。

ここで資本係数，資本集約度，労働生産性の変

動パターンを次のように分類しよう。

Iイ） 労働牛産性の伸び率＞資本集約度の伸び率

⇒資本係数の低下産業

1●7)金属 l次製品

（口） 労働生産性の伸び率く資本集約度の伸ひ率

⇒資本係数の上昇1年業

(1)食・飲料・タバコ，（2）繊維・皮革，（5）石油化

学製品，（6）非金属鉱物製品，（8）金属穀品・機械

バ 労働’I.：産性と汀本集約度U)伸び率か波を描

き，資本係数のはっきりとした傾向がない産業

(3)製材・木材，（4）紙•印刷・出版，（9）その他製

造業製品

このように 3つのグループに分類した場合，技

術進歩や経済成長貞献に代人されるグループは（イ）

と（口）の産業クループであり，（2)繊維・皮革，心非

金属鉱物製品，（8）金属製品・機械およひ(7)金属 l

次製品などか含まれている。 (2)繊維・皮革産業も，

1980年代の初期まて高度成Kに多大に貞献したこ

とを想起すれば， このような産業群は実際に経済

成長に大きく貢献した花形産業である（注13）。しか

し、 (7)金rm，1次製品かげ）グループに属しているこ

とは一見奇異に見えるが、第4表でわかるよう iこ，

灯本集約1iと労働生産性のI:昇がともに大きく，

技術進歩や経済成長の主役であることはいうまで

もないが、訂本集約度の伸び率が労働牛産性の伸

ひ率を叶．i］ることによってし行本係数か減少してい

るからにほかならない。

以上を要約すれは，韓国の場合，分析期間が知

期とはいえ，前述したビキュニック資本係数論の

いずれのハターンにもあてはまらず，資本係数は

増加していることかわかる。また，このような資

韓lKl0)t14入 I、トック変動と経済成J<

本係数の増加産業グループか経済成長に大きく貢

献した廂業部門であることも明らかになったQ

（注 I) Kuznets. S., Commodity Flow and Capital 

Formation, ニューヨーク， NationalBureau of Eco-

nomic Research, 1938年，／人JII-II]ほか『資本スト）

ク』東洋経済新報社 ］966年 55ベージ参打［

(ii,2) 韓[111序双銀行『？心、1叶叶製込業判年度けllt？本

土缶廿l.p十；ソウIし 韓国所業銀行調究祁 1990年。

（注3) 賓本ストックの推itl亙刃渭題点につし;ては次

の論文を参照されたい。大川はか 前掲内 第5,，；'， '木

鶴l|l 噴本仝号1恥f斗 せ斗人よ問題点』‘ノウル 韓国糸f

済学会 1986年。

(ii: 1) 韓国1辛菜銀行 llii掲書 39ヘーシ。

(t麟） 経済企画庁経済研究所『資本スト J クと経済

成長』 1962年第 1収参照。

(ii. 6) 減iillifnkIlの推iIli1人には定額法，定率払およ

び—’i・1光額比例法などがあるか．韓国の場合は定宇法を採

用している。韓国産業銀行前掲書 25ペーシ，

(il 7) 賓本ストックの推，，tモデルには大別して 1つ
あるか，韓国産業銀行はその中の 1つてある基準年度接

続法を改良して作った両基準年度接紐法に基づいて資本

ストソクの推，，1をりなっている。このモテルを説明｝る

ために記号を次のようにた｝義する，

G/: I年度における i産業の粗行本ストック

N;: t年度における iI栢花の純資本ストック

Ii. t年度における i産業の粗投資

Ri: t年度における i程業の廃礎額

[）;． t年度にわける 1・汎業の減価1nl」)額

r'．i産業U)廃棄率
が： 1産業の減価償却率

ト船で用いた店IIft本ストソクおよひ純行本スト、ソクの

推，，rモデルは次U)とおりてあるc
Gi=G;_戸-I;-R; (1) 

N!=M-,-t-n -Di 12) 

また．資本の1発れは前期粗資本ストックの一定jt乎只：

あるものと仮定すれば(11式は(3)式に書き直すことが1II能

であり． これにII、}凡変数を）flしヽれば(4)式になる。

（社 (1-r')(;;_,+ fl 

G; = 1, + （l -r'） I;＿ 1 + （l -r'） 2li _2ー・・・・・・
+ (1 r'『)S -l l;-s t, 1 (l -ri) S (]  s 

S-1 

(., ｝） 

= n+ l: (I~ r')m1; m I (1 ~ r')'G, ・S 111 
?n=1 

3う
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つまり産業別．資産形態別の廃棄率を推定した後に(3:

式によって産業別，資産形態別の粗資産額を推計するも

のである。

減価償却は純資本ストックの一定率であると仮定すれ

は，（2）式は次の(5), 16}式にポすことかてきるc

Nに(l-b'）N; ]+ 1; 

N; = l; + （1ーか） IL,+(1ーが）2n2+...... 
+(1 -b')s'n-s+1+(1ーか）SA]．S 

r
J
 

S l 

= l;+ 3 (l - /j'） ml; m+ （］ - b') SN; -s :61 
m=1 

このモデルによって産業別，資産形態別減価憤却率を

推Jtした後に(5)式によって産業別，資産形態別純資本ス

トックを推，汁する。

しかし，本稿では粗資本ストックの過大評価と純資本

ストックの過小評価の問題点を解決するために次のよう

な修正モデルを提ぷし，この式に基ついて分析を打なう C

Kに l/ 7J団n+(1 -r') Gい＋ I； 

+(1-i5')Nい＋ 1；1 

（り＝サンプル数）

4 つの資本ストック推~tモデルについては次の文献を

参考されたい。韓国産業銀行 前掲得 31ペーシ／大川

ほかhii掲内 59ペーシ／Goldsmith,R. W, "A Perpe-

tual of National Wealth," Studies in Income and 

Wealth, N BER,第14号， 1951年 5~73ヘーシ／Fei.

J.C. H.; G. Ranis, "Innovation, Capital Accumulation 

and Economic Development," American Economic 

Revieu'，第5巻第3号， 1963年6月， 283~306ヘーシ。

（注8) 第3次経済開発5カ年計画と主要政策につい

ては，全経連紺『韓国経済政策50年史』ソウル 宅晋斉

1986年第 1章参照。

（注 9) 一般に資本集約度が増大するときは資本の深

化(capitaldeepening)，そしてそれが減少するときは浅

化(capitalshallowing)といわれているが韓国経済は第

3表のとおり，資本の深化過程を辿っている、これに対

し， H本経済の場合は第 1次大戦以前においては資本浅

化と資本深化という主張があったが，大川氏らの研究に

よれば1905年以降における資本集約度は製造業のみなら

ず農林水産業においても増加しつつあったことか明らか

になっている。大川ほか 前掲書 33ページ3

（注10) ビキュニック著 岩田裕監訳『資本集約度と

発展政策』文理閣 1989年 第2章参照。

ヽ
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ture and Output of the United Kingdom, 1855-196ぷロ

ンドン， CambridgeUniversity Press, 1972年 51~53

ヘーシ／Kendrick,J. W., Productivity Trends in the 

United States, プリンスト‘:,,, Princeton じniversity

Press. 1961年3

（注12) 資本係数上昇の経済的意味は 1人当りの付加

価値生産に必要な資本の増加ということて，技術進歩や

経済組織の改革なとの手遅れにより，資本の効率的な利

用か行なわれなかったことを意味すると認識しやすいc

しかし，直化学工業を中心とした高度成長期においては

大規模機械工業の出現が必要であり．高度経済成長は資

本集約的技術の採用がなけれは行なわれない，その結果，

資本係数か上昇するのであり會このような上昇傾向は日

本およびイギリスの経験て実証されている。 Kuznets.

S.. Modern Economic Gr01叫th,Rate and Spread,ニュ

ーヘヴン． YaleUniversity Press, 1966年c

（注13) 1983年の繊維産業の全製造業に占める輸出額，

従業員数，生産額はそれぞれ25ぷ彎 23ぷ。 15ぷになり．

その役割は低下傾向にあるとはいえ，いまだに高いc 野

村総合研究所？世界に飛躍する韓国産業~そのパワー

の源泉を探る一ー」野村総合研究所 1988年 38ページ，

III 製造業の成長径路について

1 `  分析モテル

本稿で用いられるモデルはレオンチェフの動学

的産業連関モデル旧 1)であるが，このモデルの主

たる内容は各産業部門の生産量か各産業部門の資

本ストックに応じて変化していくという成長プロ

セスの性質を明らかにするものである。つまり，

今期から次期への産出量水準の変化は資本ストッ

クの増分を介して決定され，その新しく決定され

た産出量の変化分によって次期の総産出鼠が決ま

るというモデルである。そして，同じメカニズム

を用いることによって来期から来来期の産出量の

変化分が決まる。したがって，このモデルによれ

は時間の経過とともに各産業部門の産出量を無限

（注11) Feinstein, C.H.. National Income, Ex松ndi・ 時点までのばして決定することが可能であり，ま
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た各産業ごとの成長径路を導き出すこともできる。

本稿では現時点ての経済成長に着目し．前期か

ら今期へかけての資本ストックの増分が今期の需

要と産出培の変化にどの程度貢献するかを検討す

る。そして重化学工業と軽工業の産出量水準が

1975~87年分析期間にどのような成長径路を辿り，

両産業の変動径路かM一比率て均衡のとれた均衡

成長径路に収束して安定的であるのか，さもなけ

れば均衡成長径路から発散してしまい不安定的て

あるのか， もし不安定的であるならばそれはとの

ょうな性質を持っているのかを分析する。

静学的庁業連関モテルにおける各産業部門の貸

本ストックは，最終需要を構成する 1つの項目と

して，民間・政府泊費支出や輸出と同しような'11

格を持つものとして扱われている。したがって，

内生変数てある各庁業部門の坪出星とはまった＜

独立に，外生変数として得られるものであった。

しかし．生産の拡大には何よりも資本ストックが

必要であり．各産党部門の資本ストックか各産梨

の生産キャパシティーを拡大させるのは当然のこ

とである。このような視点から見れば静学的産業

連関モデルは，資本ストックと生産キャパシティ

ーについては何の考慮も払っていないが．本稿で

川いるレオンチェフの動学的産業連関モテルは賢

本ストックを内生変数として内包している。

さて，モデルを説明しよう。まず記号を次のよ

うに定義する。

X(I) : t期における総哨出額列ベクトル

a,J (I) : t期における投人係数行列

加 (t): t期における資本係数行列

X町I) : t期における国栢総産出額夕ljヘクトル

F;(t) : t期における i荏業部門の蔽終需要列

ベクトル

I;(t) : t期における iI序茫部門0)貨本ストッ

ク列ヘクトル

韓国の行本ストック究動と経済成1を

I 1(t) : t期における i産業部門の資本ストッ
クを除いた最終需要列ヘクトル

が (t) : t期における国産投人係数行列

[ Iーが(t)J ―•I: レオンチェフ逆行列 [ /は単

位tiダlj]

一般に，静学的産業連関モテルは次のような需

給ハランス式で表される。

ふ (t)=~a ij (t) X; (t) -,-F; (t) 

(i = 1, 2, ・ ・ ・ ・ ・ ・, n) (I) 

~au(t)X;(t) は中間浦要， F;(t) は最終需

要であるか， Fi(t)を溝成する項目には民問・政

府消仔支出，民間・政府の資本形成，在庫増加，

輸出が含まれている。

さて， tー1期の最終需要0)うち， t -1期中には

消費されずに t期の生産消費にまわされる民間資

本ストックを 1,(t)とすると， F,(t)はI,(t)

と， 1, (t)以外のI,（t)て構成されている。す

なわち， F,(t)=/,(t)+I,(t)であるから (I)

式は次のように書きかえることがてきる。

X;(t)＝匹ふ (t)＋四bu[X1 (t) 

-X; (t - 1) ] + /, (t) (2) 

(2)式に基づいて，以下では単純化のため，一国

の経済は2部門の産業で成り立つと仮定すれば次

のように行列て表現することができる。

ふ (t)=a11(t)ふ（ t)+adt)ふ (t)

+ 11(t)十八(t)

ふ (t)= a 21 (t)ふ(t)+ a 22(t)ふ(t)

＋ん(t)十ん(t) (3) 

ところで，各1産業部門の責本財は自己の生産物

および他産業部門の生産物で構成されており．各

産業は将来の生廂に必要な白本財ストックを保イi

し，生産計画にしたかってその増減をコントロー

ルする。そこて，第1産業部門が保fiする第 1財

と第2財の資本ストックをそれぞれSu,S12, 第
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2産業部門が保イiする弟 1財と第2財の貨本スト

ックをそれぞれS21,S22とすれば，各財に対する

投資財としての‘折＇梃は，第 1)序業部門と第 2産業

部門の t-1期から 1期への変化分として次のよう

になる。

f 1 (f) "-,:j 51 l +,:j S 12, 

l ▲) (t) 4ゞ:21+J、ゞ22

(JSi}=Si}(/)-Su(t-1)) 

(4) 

恥 (t)は資本係数であるから，

s,．｝ (t) b, J (t) X'J (t) （5) 

になる，い(t）は一定の定数であり，資本スト

ックの増分に関しては(5)式から次の式が導かれるこ

J:、:u hu(I) JXJ 
(4XJ -、¥（／） -,¥(t -1)) (6) 

つまり，各産業部門の各資本財の増分は資本係

数加(t)とその庁業0)I -1期から t期への生廂

IJ±の坪1分JX，との積に守しいごとをぷしている，

以上の(4), (6)式を(3)式に代人すると次のような，

産出械増分を変数として含めに需給バランス式に

なる。

X凶t)::-::a11(t)X1(t)+ a12(t)ふ(t)

+b11(t)Jふ＋知(t)4X□f1 (f) 
XAt) a 2 1 (t)ふ (t)-I a叫 1)ふ (t)

+ b ~ 1 (f) J X l + b 22 (f) Jふ＋厄(t)

(7) 

こI))（7)式かいわゆる動学的哨業連関の枯本方利

式であり。これを解くごとによって t-1期から t

期にかけての産出量の変化を説明することかでき

る。

さて，育本ストックの変動によって産出量がど

のように決定されるかを見るためには(7)式を Xi

(/)について解けばよい。投人係数行列をA,t筍

本係数 b9J行ダljを！｝，行本ストック以外の最終盆；

要列ベクトルをん(t)で示し，レオンチェフ逆行
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列を用いれば次式になる。

Xi(t)＝［ I -AA  t)］-1瓦 (t)4Xj 

+[1-Au<t)] 1/,(t) (8) 

しかし，本稿では非競争型産業連関表を用いて，

資本ストックによる国産たけの生産キャパシティ

ーを計測し，中間孟要，最終需要項Hにおける輸

人は除外した。したがって，（8）式を次のようにポ

すことかできる。

x『(t)=[ I -Af; (t) ] ・ 1 Bu (/) Ll X, 

+[ !-Aり(t)]-'/i(t) (9) 

(91式て最終需要fi(t)は一定であるとし，投人

係数行列かホーキンス・サイモン条件(lt2)を満た

していると仮定すれば， JI：負行列 [1-Aり(t)l―、1

に非負の資本係数Bをかけた [I-At(t)］一1

Bij(t）も当然非負行列である2 したかって，

[I-Aり(l)l-lB,,l(t) 4XJは非負(})係数行列て`

あり， ［I A名(t)］-1/，(t)もレオンチェフ逆行

列にかけられる最終需要ベクトルが投資需要分を

含んていないことを除けば，まさに静学的レオン

チェフ体系の均衡所出措水準にほかならない。そ

こで t-1期から t期にかけて各産業部門の産出量

水準にまったく変化がないとすれは， t期の産出

は水準は何の変化もないいわゆる定常均衡が実現

されるたろう。つまり， &X;=0とおけば(9)式よ

り定常均衡解はX『(t)=[I-A?）（ f)] I /, (/)  

と求められ，（9）式を次のように書きかえることか

てきる。

Xf(t) -if(t) = [I -A?;(t)]-l位 (t)4Xj 

(10) 

110l式は t期の資本ストックを除いた最終需要項

目が一定である時の産出量水準（定常均衡解）と

/ -1期から t期にかけての現だの賓本ストック(})

増分を導人したときの産出損との乖離が [I-A?j

(t) J-1 Bu (t) Jふになることを意味している。
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韓国U)資本ストソク変動と糸f済成k

t-1期から t期へかけての均衡産出鼠水準の変化

4X，は定常均衡解からの乖離X?(t)-.if(t)と

非負行列 [I-Aり(t)］-1B,J(t）によって決まる。

このようにして第 1期の均衡産出鼠増分JX，が決

まれば，第2期の産出量水準はJX，を第 1期の産

出量水準に加えることによって求められるごつま

り， X;(t+ 1)=X;(t)+JX,てある。 このよ

うにして各時点の各産業の産出董水準が次々と決

定され，その発展径路を辿ることになる c これに

ついては図表を用いてさらに詳しく説明しよう。

まず，動学方程式の決定メカニズムを図て説明

するために(10)式の定常均衡解を示す第1産業，第

2産業の定常均衡産出量水準Xと[I-Aり(t)］ー］

Bu(t) = C行列を次のように仮定する。

1

2

 

s

s

 

＝＿
 -X 

C11 C12 
C=i 
C21 C22 

そうすると(10)式は第 1産業，第2産業について

次のように示すことができる。

X1―ふ＝C11i1X戸 C12JX2

X2ーゎ＝C21JXけ C22JX2 (11) 

第1図は第 1産業の産出量水準X1と第2産業

の産出量水準X2をそれぞれ横軸と縦軸にとった

2次元の産出量空間を示す図表である。

横，縦軸の座標がふ， i2である点Sは定常均衡

解xを表わす。このS点は t-1期から t期にかけ

て産出量の変化がまったくないときの産出量を示

している。また(11)式の左辺は定常均衡解からの乖

離を表わしているから(11)式の右辺は座標軸の原点

0点をS点に移動させたとき．新しい原点S点か

らの横，縦座標の距離によって示すことがてきる。

そして原点S点から出発するベクトルSr1とペク

トルSr2は行列 [I-.4 fj (t)] -1 Bu (t) = Cを計

算すれば容易に求めることができる。すなわち，

ベクトルSr1の傾きは a1=C2i/ C11てあり，ベクト

第1図 変動径路の決定と特質

x2 x, 

り瓦

（出所） 筆者作成。

ルS乃の傾きは (J2=C22パ心である。

いま，第 1期の両産業の産出量水準かT点（ふ

(l)，ふ（1J)に与えられたとするとこの T点と定常

均衡解の点S座標との差が{11)式の左辺を意味して

おり，この左辺が右辺に一致するような均衡産出

量の増分4X1,4X心定常均衡解からの乖離か非

負行列 [I-A名(t)J-1 Bu (t)の列ヘクトルの 1次

結合に表現されるときの加重値である。このよう

にして第1期の均衡産出量増分JX，が決まれは第

2期の産出量水準Uは第1期の産出量水準に 4X,

を加えることによって求められる。以下，まった

く同じ手順を繰り返すことによって第3期，第4

期の各産業の産出量水準v,Wは次々と求められ，

これを無限時点まで延ばすことも可能である。

A) 均衡成長径路の安定性

各産業の変動径路が同一比率で均衡径路に近づ

くかどうかは非負行列 [I-Aり(t)］-1B2J(t)U) 

列ベクトルに依存する。つまり，各期においで11¥

式を満たす各産業の変動径路はベクトルSハとベ

クトルSr2によって安定的であるかとうかか決定

されることになる。これを先の第 1図で説明しよ

゜
ろっ
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まず， Sr1の傾き 01がSr2の傾き 02より大きい

場合， どのような動学的径路を辿るかを考えてみ

な初期時点の第 1産業，第2産業の産出植は次

(}） 6つの位附に存在すると仮定する。すなわち，

それは(l)Sr1の上方，（2)Sr1の線上，（3)Sr1とSr

の間 (4)SrとSr2の間，（5)Sr2の線上，（6)Sr2

(}）下方である，，したがって，こ0)6つのケース(})

均衡産出量増分4ふ， 4ふは次(})ようになる。

(1)のケース(M点） ： 4ふ＞ 0'L1ふく 0

(2)のケース (N点） ：L1X1>0, L1ふ＝ （） 

(:l)のケース (Q 、'•IA) ： 4Xl> （）, 4ふ＞ （） 

(4)のケース (Q'点） ： 4ふ＞ 0，4ふ＞〇

(5)のケース(N'点） ： 4X戸 0'L1ふ＞〇

(6)のケース (M'点） ： 4ふく 0, 4ふ＞〇

したがって．次期の産出凧変化の方向は，（l)(}）

ケースではM点より右下方へ，（2）のケースはN点

から水平の右方向に，（3）と(4)のケースは右上方に，

(5)(}）ケースは左l}]，そして(6)(}）ケースては桓伯

上方に向かって動き，究極的には均等成長径路S

rに収束することになる。 つまり， 行列[I -

Aり(t)J-1[丸(t)の第 1ダllヘクトルSr1か第 2

叫ベクトルS乃より大きい傾きを持つ場合，初期

点か上述の6つのケースのどの点に与えられても

時間の経過とともに次第に均等成長径路Srに収

束する。したかって， このようなときレオンチェ

フ軌道は安定的であり，各産業の産出量は1ul―比

率で成長する，いわゆる均衡のとれた成長になる。

(B) 均衡成長径路の非安定竹

方，レオンチェフ軌道が1辺安定的な場合はど

うであろうか。この場合は安定的なケースとは逆

にベクトルSr1の傾きがベクトルSr2のそれより

小さいときてある 0 安定的な場合と同様に初期所

出屈水準が6つ(})点に与えられたとき，（l）のケー

ス (M点）では4Xべ0'L1ふ＞ 0になり，次期
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の産出量変化の方向はM点の左上方に向かうだろ

う。 (2)のケース (N点）は.1X1=0,.1Xジ 0で

あるからN点の垂而卜方に，（3）のケース (Q点）

は.1X,> 0,.1X2> 0となって次期の産出量はQ

点の右上方に向かうはずである。ところて点Qが，

初期点の産出量水準がたSr1の領域内に存在し，

さらに Sr2に近い位ii'iに存在するとしよう。そし

て， (2)(/）ケース (N点）を想起すれは4X1.4ふ

がともにプラスであっても第2産業の均衡産出量

増分4ふが4Xけご比べて十分大きくなって次期

産出依の変化方向はかなり勾配の怠なプラス方l{，I

に位置することになる。したがって，点Qは時間

の経過とともに次第に左上方に動くことになる。

(4)のケースは(3)のケースと同様にLIX,>0, LIX2 

＞ （）てあるから次期の桁出量の変化方向は右l:jj

に向かうはすである。ところか初期点QがSr1

により近く与えられるほど，その変化の方向は緩

い傾きて与えられる。以下，同し柑論によって(5)

のケースは4ふ＞ 0,,:jふ＝ 0となるから次期の

産出量への変化方向は右水平，（6）のケースでは

4Xl> 0. 4ふく 0であることから．次期の産il',

量は右ド方に向かう。つまり，初期点がどこの、点

に与えられても次期の産出置水準は次第にヘクト

ルSr1とSr2の外側へ発散することになる。

以,~を要約すると，ベクトル Sr1 0)｛姐きがベク

トル Sいのそれより小さく，（1), (2), n)のケース

では両産業の変動径路は次第に Sr2の上側の方に

発散し．第2産業は成長を続けるものの，第 1産

業は相対的に衰退を続けることになる。一方，（4），

(5), (6)のケースでは第 1産業は成長を続けても第

2産業は次第に衰退してしまうことになる。した

がって，ベクトルSrio)傾きがヘクトルSr2のそ

れより小さい場合はl刺廂業がバランスのとれた成

長を続けることは不可能であり，レオンチェフ軌
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道は不安定であるといえる。

2. 需要創出効果から見た軽工業と重化学工業

まず，製造業の資本ストックの変化による需要

創出効果をホし、製造業の経済成長への貢献を明

きらかにしよう (;i• 3)0 

(I(））式の定常均衡産出械とU)乖離 II□4り(t)」-l

Bu (t) L1Xjが登味するのは，第i産業部門への

資本ストックが1単位増加した場合，他産業への

最終需要に変化がないとすれば，経済内のすべて

の部門からの中間需要および最終需要を過不足な

＜満たすのに，第 i産業部門が直接・間接的にと

れたけを廂出しなければならないかをぷしてしヽる。

つまり，定常均衡産出憤と(})乖離 lI-Aり(t)］-1

Bu(t)L1Xjは投人係数と資本ストックを除いた

最終而要か一定のとき， t-1期から t期にかけて

のiT本ストックの増分のみに誘発された｝栢出はの

ことであるから，資本ストックの増分による需要

創出効果にほかならない。

次(})第5表は責本ストックの増分によって誘発

韓国の資本スト J ク変動と経済成長

された需要創出効果とその構成比を時系列で示し

たものである。

1975年の資本ストックの増分による孟要創出効

果が一番大きい産業部門は(2漏し維・皮革で，資本

ストックの増分による福要創出効果は 1兆2800億

l100)j戸てある。これは全製造業(})需要創出効果

の30.4ら遠を占めており，製造業における(2)繊維・

皮革産業の需要創出幼果か一番大きい。次に(7)金

属 1次製品が22.4年，（5）石油化学製品，（8）金属製

品・機械，（い食料・飲料・タ Iゞコの順になってい

る。 (2繊維・皮革は経済近代化政策をとった1962

年から韓国の経済成Kに大きく貢献した産業部門

である。しかし，（6）非金属鉱物製品，（3）製材・木

材品，（9）その他製造業製品など，軽工業の需要創

出効果はかなり小さく，軽I-＿業と屯化学―r.業の比

率かそれそれ54.9ら， 45.1らであった。したがっ

も同分析期間において製造業の資本ストックの

増分による需要創出効果は．主に(5)石油化学製品，

(7)位属 1次製品，（8）金属製品・機械の重化学I.業
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部門が主導したといえる。

1980年にはいると，籠化学工業の中で(8)金属製

品・機械か33.6とを示し，（2繍i維・皮革の33.4占

をわすかなからLIII,1つている。これは今まて韓ILI

の経済成長に中枢的な役割を演じてきた(2)繊紺．

皮革(})'孟要削出効果が(8)金属製品・機械に逆転さ

れたことを意味する。 しかし， 1975年の軽工業

と重化学工業の比率は45.1: 54.9であったのに対

し， 80年に48.0:52.0と重化学工業の成長貢献度

がやや滅少するごとは79年の第2次オイル・シ 3

ックによるものと考えられる。すなわち，突然(})

オイル・ショックは軽工業よりもリスクが大きい

菫化学 l-〗業への投資意欲を減退させ｀相対的に軒

工業の産出拡大効果がわずかながら上昇したと考

えられる。

1985年の全製造業の資本ストック増分による需

要創出効果は依然として(8)金属製品・機械が27.7

；言で一番大きく，（5）石油化学製品，（2）繊糾・皮吊，

(6)非金属鉱物製品 (7)金属 1次製品(})lIIH番にな')

ている。これを1975,80年と比べるとほとんと変

化はないものの．（8）金属製品・機械に続く (5)石油

化学部門の浮上が目立っている。 1985年の軽工業

と重化学工業の構成比率はそれぞれ44.5年と55.5

ぷになっており，資本ストックによる経済成長の

中枢的な産業は屯化学l〗一党であることはii うまで

もなし）。

最後に， 1987年の計測結果を見よう。柑変わら

す，（8）金属製品・機械が25.8ぷ，（7）金属 1次製品

21.1ら (5)石油化学製品19.8乞，そして(2鳩積~.

皮革，（6）非金属鉱物製品の順になっており，上位

3位まではすべて屯化学．l^ ．業が占めている。 1970

年までは経済成長における軽工業の役割が大き

く，その中でも(2)繊紺・皮革部門が中心産業であ

ったことは周知のとおりである。しかし，本稿の

計測結果によると1980年から繊維および皮革産業

が徐々に後退してきたのに対し、重化学工業は中

核産業として成長したといえる。

3. 製造業における成長径路の非安定性

次の第6表はレオンチェフの動学的産業連OOモ

デル ((11)式）のパラメーターとその均衡解をホし

第 6表 動学的産業連関モテルのパラメーターと均衡解
（単位： 100万ウォン）

ヘ i

1975 1980 1985 

Xf { Xf 17,623,961 30,906,410 41,422,376 

¥'? 13,901,837 31,183,435 53,877,940 

? /I 16,46,l,:{19 28,168,511 37,182,281 
{) {.  I 

`:r ，•\一rダ 10,858, 1]5 23,701,114 39,832,844 

l I /l{j l l 11.200347 0.0292121 
0.128323 I. 335:186 

11.253358 0.0419521 
o.172527 1.4:mn 

11.:102477 o.049411 I 
0. 179657 1. 476062 

B,j 11.116147 O.l31]5,1 I 
0.193133 0.606131 

I 1.314896 o.154501 I 
0. 289914 0. 909846 

I 1.948942 o.255621 I 
0.345636 1.195402 

Cu 11. 345405 0.1751361 
0.401173 0.826369 

11. 660197 0. 2318141 
0.643685 1.334806 

12.555531 0.3920061 
0.860322 1.810412 

｛ LI X 1 409,063 928,987 506,038 
4X, 4 X2 3,484,634 5彎157,559 7,517,482 

！ I 0, 0.298179 0.387716 0.336651 
(J, 

4. 7181:32 5.758078 4.618326 "2 
—一 • ←テ一• •一ヽ

（出）iIi) 1リ1作成。
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第2図 製造業の変動径路
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韓国の資本ストック変動と経済成長

業のそれより 8倍以上も上回っている。以ド，

1980年， 85年についてもまったく同じ状態が続い

I' 

庁 (61 (）、34)

--・一----＿今”
一

50 60 70 80貞汀業
汗対゜、打 （兆ウォン）

（出所） 筆者作成。

ている，〉

たものであるい

また，第2図は軽工業と重化学工業の均衡成長

径路の性質を説明するために第6表にしたがって

図ホしたものである。まず． 1975年の変動径路の

性質を検討しよう。線分Sr2は1975年の非負行列

「I-A叩(t)lIB,J0)第2列ベクトルであり．そ

の傾き 02は4,72である。一方，線分Sr]は非負

行列「I-Aザ(t)l-IBりの第 1列ベクトルで，

その傾き a1は0.30である。この場合， Sr1の傾

きがSr2より小さいからレオンチェフ軌道は不女

定である。廿然なからこのケースでは産出嵐の初

期点が均衡成長径路線上にある場合を除けは，と

この点に与えられても次期産出量水準はSr戸と

Sr戸の外側の方に発散してしまうことになる。

さらに． 1975年の両産業の初期点入"15かSr2750)

方に接近しており．なおSr275u)傾きがSr戸のそ

れよりかなり大きいことから菫化学工業は訟スヒ

ードて成kを統けているものの．軒工業は衰退を

紬けていることかわかる。より具体的な内容は第

6表の4しを見ればわかるように1975りの小化学

l業の均衡産出量培分は 3兆4846{)も3400ガ］に対

し，粁工況は4090飯6300万”て屯化学［業が軽l:

このような軽」．． ＾業と爪化学工業の不均等成長は

1972年を境に韓国の経済成長政策が軽工業による

輸出主祁政策から重化学工業中心の輸出主導政策

へ転換したごとに起因する。したかって，政府に

よる重化学工業へのさまざまな支援政策が行なわ

れ，投資ぱtに重化学工業に集中された。 1970年

代の製浩業投資額の産業別溝成比を見ると1971~

74年は軽工業が43.5::;；，璽化学工業は56.6~はであ

ったが， 75~79年になると軽工業は36.1::ふと減少

しているものの，重化学工業は63.9:;:ふまで上昇し，

70年代の政策中心は重化学工業化であったことを

裏づけている注4}。

以上のことから，韓国の高度経済成長の原動力

となった製造業の急速な成長は軽工業と重化学工

業が同一比率で成長する，いわゆるバランスのと

れた均等成長ではなく，重化学工業の一方的な成

長による不均等成長であったことが明らかになっ

た。

（注1) Leontief, W.. Studies in the Strncture（リthe

American Economy, オックスフォード， OxfordUni・

versity Press, 1953年／Solow, R., "Competitive 

Valuation in a Dynamic Input-Output System,·• 

Econometrica,第28巻， 1959年／新飯田宏『産業連関

分析人Fりこ東洋経済新報tl: 1986年 第11章参照c

（注 2) ホーキンス・サイモン条件はレオンチェフ体

系か非負解を持っための必要十分条件である。すなわち，

け列式Il-A のすべての小竹列式が正でなければなら

ない，したがって．第 1次小行列式 11-aぃ ＞0,第2

次小行列式 Il an 一(112 1 
-a211-a22 

>O,·•••••第 n 次小行列

I 1 -a1 

I 

1 

-a21 
式

I an I 

-a,2 ―------------a1n 

1 -a22・・・・ 0 -—三● -a2n ， 

` `’ ， 
-an, ・・・ ----. [c~ llnn 

>Oである。
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（注；｝） t1本ストックの変化による経済成長へU)貞献

を調へるためには需要創出効果より湮出量拡大効果[/ 

i•1 り(/)］-1 /i,]（／） 4SU)it測か必吐てある。しかし，

灯トマ 1、リ、'Iクスが得られないため需要創出効果を叶測

し，それを経済成長貞献の 1つ(})指標と考える，

（注 4) 李性勲ほか『韓国叫 9栢業政策』ソウル 産哭

研究院 1989年 27ページ。

w むすび

韓国の高疫経済成長は輸出主導型経済政策と

197(）年代に始まる［業近代化政策，特に重化学l:
業化の進展によって可能であった二経済成長のた

めには資本ストックの増大が不可欠なものである

が，韓国の場合，資本ストックは重化学工業を中

心に形成された。つまり，資本ストックの年平均

伸ひ率や構成比において璽化学l翌．業0)卜昇傾向と

軽［業の下降傾向が見られ，本稿の分析期間の資

本形成は甫化学工業主，軽r:業従という傾l{l]であ
った このような資本形成によって， 1970年代の

初期まで韓国の経済成長に大きく貢献してきた繊

維製品など軽工業中心の産業構造から重化学工業

中心の呼業構造に変わり，韓国経済は産業高度化

に向かって着々と進んていると苔えられる (ill)99 

次に，資本係数の動向を見ると訂本係数だけて

はなく，その構成要素である資本集約度と労働生

産性も年々増加していることが明らかになった。

資本集約度の上昇は資本深化を意味するものであ

り，このような資本深化は経済成長過利における

技術進歩の資本集約性をホすものだから資本集約

的経済成長を、息味する，うしたがって，韓国の高虔

経済成長は技術進歩とそれにともなう産業構造の

絲度化によって達成されたといえる。特に重化学

工業における資本集約度や労働生産性か高いこと

44 

から．重化学工業の技術進歩は自うまでもなく，

重化学工業が韓固の高度経済成長に与えた百献は

大きいことが明らかになった。また，資本係数の

動向パターンから経済成長を考えるとき，韓国の

経済成長に大きく貞献した産業グループは資本集

約度の伸び率か労働生産性の伸ひ率を上回り，賓

本係数が上昇する序業グループであった。それは

金属製品・機械，石油化学製品など重化学工業を

中心とした産業グループである。

また，本稿では現時点での経済成長に着目して

前期から今期へかけての資本ストックの増大が今

期の＇品要削出団にどの程度貢献するかを分析した

結果，全分析期間を通じて資本ストックによる経

済成長の中心産業は重化学工業であるごとがB月ら

かしこなった。一言でいえば，全分析期間を通じて

軽工業が後退し，重化学工業か製造業の中心産業

として定着するとともに韓国の高度経済成kをt
導したといえる。

最後に，韓国の麻度経済成長の脱動力となった

製造業成長は軽工業と重化学工業のバランスのと

れた均等成長ではなく，重化学工業中心の不均等

成長であった.:.とか明らかになった。.:.れは1970

年代初期からスタートする重化学「〗業育成化政策

による政府の制度的支援政策や企業の積極的な投

資がもたらした結果である。

(it1) 韓国の産業構造変化の要因と産業高度化およ

ひI’l立化について1ふ韓福相「韓国の経済成長と産業構

造変化U)要因分析， 1973~83年」（『アンア糸怜斉』 <i130巻

第7号 1989年7li)参照。

（関東学園大学専任講師）

〔付記〕 本稿を作成するにあたって丹念なコメントを

Fさった瀬地山敏教授（京都大学）に感謝の，i葉をlflし1

けるなお残存するであろう誤りはひとえに惰者の責に帰

するものであることは言うまてもないc
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